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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第70期
第１四半期
累計期間

第71期
第１四半期
累計期間

第70期

会計期間
自2021年６月１日

至2021年８月31日

自2022年６月１日

至2022年８月31日

自2021年６月１日

至2022年５月31日

売上高 （千円） 6,072,612 6,719,408 26,615,102

経常利益 （千円） 95,632 170,666 786,671

四半期（当期）純利益 （千円） 63,346 115,115 530,416

持分法を適用した場合の投資利益 （千円） － － －

資本金 （千円） 1,312,207 1,312,207 1,312,207

発行済株式総数 （株） 4,284,500 4,284,500 4,284,500

純資産額 （千円） 12,503,684 13,079,694 12,907,045

総資産額 （千円） 19,670,798 21,211,765 21,032,199

１株当たり四半期（当期）純利益

金額
（円） 15.97 28.90 133.63

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額
（円） － － －

１株当たり配当額 （円） － － 27.00

自己資本比率 （％） 63.6 61.7 61.4

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移につい

ては記載しておりません。

２．持分法を適用した場合の投資利益については、当社は関連会社がありませんので記載しておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

 

２【事業の内容】

　当第１四半期累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変

更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

 当第１四半期累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載した

事業等のリスクについての重要な変更はありません。

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日現在において判断したものであります。

(1)財政状態及び経営成績の状況

　当第１四半期累計期間における我が国経済は、内外金利差による円安基調や輸入原材料高騰などを背景としたイ

ンフレによる景気引き下げ圧力がある一方で、新型コロナウイルス感染症については感染対策継続と経済正常化の

両立に向けた意識の高まりもあり、景況感は概ね緩やかな回復基調となりました。

　引き続き、物価上昇や新型コロナウイルス感染症の再拡大による先行き不透明感はあるものの、行動制限につい

ては緩和傾向の兆しも見え始めており、今後は海外観光客によるインバウンド消費回復も見込まれることから、経

済活性化の一助として期待できるものと思われます。

　当管材業界におきましても、ウクライナ紛争長期化を原因とする供給制約悪化により原材料価格上昇が今後も続

くことが予想されます。また、経済活動再開後の労働力逼迫やそれに伴う人件費・物流費等の増加が引き続き企業

収益の押し下げ要因となっており、当社を取り巻く事業環境は依然として予断を許さない状況にあります。

　このような状況の下、当社は「３カ年事業戦略中期経営計画」のビジョンとして掲げた「中部圏強化」「首都圏

地盤固め」「働き方改革　生産性重視」の３つの事業戦略を推進してまいりました。今後も売上拡大に取り組んで

いくとともに、物流・ＥＣ等の事業基盤の整備・拡充を進め、収益性及び企業価値の向上に積極的に取り組んでま

いります。

　この結果、当第１四半期累計期間における売上高は67億19百万円（前年同期比10.7％増)となりました。利益に

つきましては、売上高増加により売上総利益が増加したため、営業利益は１億19百万円（前年同期比136.7％

増）、経常利益１億70百万円（前年同期比78.5％増）となり、四半期純利益につきましては１億15百万円（前年同

期比81.7％増）となりました。

 

　財政状態につきましては次のとおりであります。

　当第１四半期会計期間末の総資産は212億11百万円となり、前事業年度末に比べ１億79百万円増加しました。こ

れの主な要因は現金及び預金が９億75百万円減少しましたが、受取手形及び売掛金が３億60百万円、電子記録債権

が２億54百万円、商品が３億81百万円、投資有価証券が１億85百万円増加したこと等によります。

　負債合計は81億32百万円となり、前事業年度末に比べ６百万円増加しました。これの主な要因は未払法人税等が

２億円、賞与引当金が98百万円減少しましたが、電子記録債務が１億39百万円、買掛金が１億56百万円増加したこ

と等によります。

　純資産は130億79百万円となり、前事業年度末と比べ１億72百万円増加しました。これの主な要因はその他有価

証券評価差額金が１億26百万円増加したこと等によります。

 

(2) 会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

　前事業年度の有価証券報告書に記載した「経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分

析」中の会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定の記載について重要な変更はありません。

 

(3) 経営方針・経営戦略等

　当第１四半期累計期間において、当社が定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はありません。

 

(4) 優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

　当第１四半期累計期間において、当社が優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題について重要な変更はあり

ません。

 

(5) 研究開発活動

　該当事項はありません。

３【経営上の重要な契約等】

　当第１四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 13,000,000

計 13,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末
現在発行数(株)
（2022年８月31日）

提出日現在
発行数(株)

（2022年10月17日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 4,284,500 4,284,500
東京証券取引所

スタンダード市場

単元株式数

100株

計 4,284,500 4,284,500 ― ―

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

　　　　　　該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

　　　　　　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金
増減額
（千円）

資本準備金
残高
（千円）

2022年６月１日～

2022年８月31日
― 4,284,500 ― 1,312,207 ― 1,315,697

 

（５）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（６）【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日（2022年５月31日）に基づく株主名簿による記載をしており

ます。

①【発行済株式】

    2022年８月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 313,100 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 3,970,800 39,708 －

単元未満株式 普通株式 600 － －

発行済株式総数  4,284,500 － －

総株主の議決権  － 39,708 －

 　（注）　　当第１四半期会計期間において、自己株式の処分を行ったことにより、当第１四半期会計期間末日現在の

完全議決権株式（自己株式等）は290,600株となっております。

 

②【自己株式等】

    2022年８月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
（株）

他人名義
所有株式数
（株）

所有株式数
の合計
（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(%)

株式会社オータケ
名古屋市中区丸の内

二丁目１番８号
313,100 － 313,100 7.31

計 ― 313,100 － 313,100 7.31

 　（注）　　当第１四半期会計期間において、自己株式の処分を行ったことにより、当第１四半期会計期間末日現在の

自己名義所有株式数及び所有株式数の合計は、それぞれ290,600株となっており、発行済株式総数に対する所

有株式数の割合は、6.78%となっております。

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について

当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（2007年内閣府令第63

号）に基づいて作成しております。

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期会計期間（2022年６月１日から2022年８

月31日まで）及び第１四半期累計期間（2022年６月１日から2022年８月31日まで）に係る四半期財務諸表について、

太陽有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。

３．四半期連結財務諸表について

四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則（2007年内閣府令第64号）第５条第２項により、当社

では、子会社の資産、売上高、損益、利益剰余金及びキャッシュ・フローその他の項目から見て、当企業集団の財政

状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する合理的な判断を妨げない程度に重要性が乏しいものとして、

四半期連結財務諸表は作成しておりません。

なお、資産基準、売上高基準、利益基準及び利益剰余金基準による割合は次のとおりであります。

資産基準　　　　       0.70％

売上高基準　　　       0.47％

利益基準 　　　      △1.19％

利益剰余金基準　       0.75％
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１【四半期財務諸表】

（１）【四半期貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前事業年度

(2022年５月31日)
当第１四半期会計期間
(2022年８月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 2,144,793 1,169,382

受取手形及び売掛金 6,610,485 6,971,457

電子記録債権 3,411,277 3,666,032

商品 2,498,019 2,879,879

その他 70,471 41,078

貸倒引当金 △6,840 △744

流動資産合計 14,728,206 14,727,086

固定資産   

有形固定資産   

建物（純額） 1,021,442 1,014,997

土地 3,214,584 3,214,584

その他（純額） 84,217 89,464

有形固定資産合計 4,320,244 4,319,046

無形固定資産 65,784 63,118

投資その他の資産   

投資有価証券 1,758,112 1,943,432

関係会社株式 23,000 23,000

その他 141,007 140,236

貸倒引当金 △4,155 △4,155

投資その他の資産合計 1,917,964 2,102,513

固定資産合計 6,303,992 6,484,678

資産合計 21,032,199 21,211,765

負債の部   

流動負債   

電子記録債務 4,510,535 4,649,982

買掛金 1,918,620 2,074,642

未払法人税等 209,703 9,349

賞与引当金 178,718 80,347

その他 298,148 187,349

流動負債合計 7,115,726 7,001,671

固定負債   

再評価に係る繰延税金負債 113,962 113,962

退職給付引当金 695,636 707,144

資産除去債務 39,492 39,549

その他 160,337 269,743

固定負債合計 1,009,427 1,130,399

負債合計 8,125,153 8,132,070

 

EDINET提出書類

株式会社オータケ(E02803)

四半期報告書

 7/14



 

  （単位：千円）

 
前事業年度

(2022年５月31日)
当第１四半期会計期間
(2022年８月31日)

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,312,207 1,312,207

資本剰余金 1,315,697 1,315,697

利益剰余金 10,438,893 10,445,680

自己株式 △541,527 △502,625

株主資本合計 12,525,270 12,570,959

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 613,258 740,218

土地再評価差額金 △231,483 △231,483

評価・換算差額等合計 381,775 508,735

純資産合計 12,907,045 13,079,694

負債純資産合計 21,032,199 21,211,765
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（２）【四半期損益計算書】

【第１四半期累計期間】

  （単位：千円）

 
前第１四半期累計期間
(自　2021年６月１日
　至　2021年８月31日)

当第１四半期累計期間
(自　2022年６月１日
　至　2022年８月31日)

売上高 6,072,612 6,719,408

売上原価 5,298,242 5,851,866

売上総利益 774,370 867,541

販売費及び一般管理費 723,962 748,202

営業利益 50,408 119,338

営業外収益   

受取利息 1 0

受取配当金 11,180 12,163

仕入割引 25,035 26,436

その他 10,642 15,308

営業外収益合計 46,859 53,908

営業外費用   

支払利息 499 198

その他 1,136 2,381

営業外費用合計 1,635 2,580

経常利益 95,632 170,666

税引前四半期純利益 95,632 170,666

法人税、住民税及び事業税 3,010 2,843

法人税等調整額 29,275 52,708

法人税等合計 32,285 55,551

四半期純利益 63,346 115,115
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【注記事項】

（会計方針の変更）

　時価の算定に関する会計基準の適用指針の適用

　「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第31号 2021年６月17日。以下「時価算

定会計基準適用指針」という。）を当第１四半期会計期間の期首から適用し、時価算定会計基準適用指針第27-

２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準適用指針が定める新たな会計方針を将来にわたって適

用することといたしました。これによる四半期財務諸表への影響はありません。

 

（四半期貸借対照表関係）

　当座貸越契約及びコミットメントライン契約

　当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行６行との間で当座貸越契約を締結しております。

　また、資金調達の機動性及び安定性の確保を図るため、取引金融機関２社とコミットメントライン契約を締結

しております。これらの契約に基づく当第１四半期会計期間末における借入未実行残高は、次のとおりでありま

す。

 

 
前事業年度

（2022年５月31日）
当第１四半期会計期間
（2022年８月31日）

当座貸越極度額の総額 5,500,000千円 5,500,000千円

貸出コミットメントラインの総額 2,000,000 2,000,000

借入実行残高 ― ―

差引額 7,500,000 7,500,000

 

　上記のコミットメントライン契約には、次の財務制限条項が付されており、下記条項に抵触した場合には、借

入先からの請求により、一括返済することになっております。

 

当第１四半期会計期間（2022年８月31日）

　各事業年度の末日における単体の貸借対照表における純資産の部の金額を、前事業年度末日（2022年５月31

日）の75％以上に維持すること。

 

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第１四半期累計期間に係る四半期キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半期累計

期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

 

前第１四半期累計期間

（自　2021年６月１日

　　至　2021年８月31日）

当第１四半期累計期間

（自　2022年６月１日

　　至　2022年８月31日）

減価償却費 33,875千円 27,127千円

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第１四半期累計期間（自2021年６月１日　至2021年８月31日）

配当金支払額

（決　議） 株式の種類 配当金の総額
１株当たり

配当額
基準日 効力発生日 配当の原資

2021年８月25日

定時株主総会
普通株式 91,223千円 23円 2021年５月31日 2021年８月26日 利益剰余金

 

Ⅱ　当第１四半期累計期間（自2022年６月１日　至2022年８月31日）

配当金支払額

（決　議） 株式の種類 配当金の総額
１株当たり

配当額
基準日 効力発生日 配当の原資

2022年８月26日

定時株主総会
普通株式 107,226千円 27円 2022年５月31日 2022年８月29日 利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

前第１四半期累計期間（自2021年６月１日　至2021年８月31日）及び当第１四半期累計期間（自2022年６月１

日　至2022年８月31日）

当社は、管工機材の卸業者として、バルブ、継手、冷暖房機器、衛生・給排水機器及びパイプ類等の仕入・

販売の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

（１株当たり情報）

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第１四半期累計期間
（自　2021年６月１日
至　2021年８月31日）

当第１四半期累計期間
（自　2022年６月１日
至　2022年８月31日）

１株当たり四半期純利益金額 15円97銭 28円90銭

（算定上の基礎）   

四半期純利益金額（千円） 63,346 115,115

普通株主に帰属しない金額（千円） ― ―

普通株式に係る四半期純利益金額（千円） 63,346 115,115

普通株式の期中平均株式数（千株） 3,966 3,983

 　(注）　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２【その他】

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

  2022年10月12日

株 式 会 社 オ ー タ ケ   

取 締　役 会　御　中   

 

 太陽有限責任監査法人  

 名古屋事務所  

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 　池　田　哲　雄   ㊞

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 　本　田　一　暁   ㊞

 

監査人の結論

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社オータ

ケの2022年６月１日から2023年５月31日までの第71期事業年度の第１四半期会計期間（2022年６月１日から2022年８月31

日まで）及び第１四半期累計期間（2022年６月１日から2022年８月31日まで）に係る四半期財務諸表、すなわち、四半期

貸借対照表、四半期損益計算書及び注記について四半期レビューを行った。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社オータケの2022年８月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する

第１四半期累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項が全ての重要な点において認められなかった。

 

監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任」に

記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人

としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断してい

る。

 

四半期財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表を

作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適正に

表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　四半期財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期財務諸表を作成することが適切である

かどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に基づいて継続企業に関する

事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

 

四半期財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半期

財務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通じ

て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レビュー

手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施され

る年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認め

られると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期財務諸表において、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかどうか結論

付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書において四半期財

務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期財務諸表の注記事項が適切でない場合

は、四半期財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論は、四半期レ
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ビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなく

なる可能性がある。

・　四半期財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準

拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期財務諸表の表示、

構成及び内容、並びに四半期財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる事項が認めら

れないかどうかを評価する。

　監査人は、監査等委員会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要な発見事

項について報告を行う。

監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監

査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講じて

いる場合はその内容について報告を行う。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

（注）１．上記の四半期レビュー報告書の原本は、当社（四半期報告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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